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平成 23 年７月 26 日 
各   位 

上場会社名   株式会社コージツ 
代表者     代表取締役社長 稲村 聡 
（コード番号  9905） 
問合せ先責任者 経営管理本部長 海老澤 嘉 
（TEL     03-5283-8866） 

投資事業有限責任組合 DRCKJ 及び投資事業有限責任組合 DRCⅡによる 

当社株券等に対する公開買付けに関する意見表明のお知らせ 
 
当社は、平成 23 年７月 26 日開催の取締役会において、同月 22 日に投資事業有限責任組合 DRCKJ（以下

「DRCKJ」といいます。）及び投資事業有限責任組合 DRCⅡ（以下「DRCⅡ組合」といい、DRCKJ 及び DRCⅡ
組合を総称して「本公開買付者ら」といいます。）により開始された当社株券等に対する公開買付け（以下「本

公開買付け」といいます。）について、下記のとおり、出席取締役全員の一致により、現時点においては、本公

開買付けに対する意見の表明を留保することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 
 
なお、本公開買付けは、当社取締役会の賛同のないまま実施されるものであります。 

 
記 

 
１．公開買付者の概要 
（１）DRCKJ の概要 

 
（１） 名 称 投資事業有限責任組合 DRCKJ 
（２） 所 在 地 東京都千代田区丸の内二丁目２番１号 
（３） 設 立 根 拠 等 投資事業有限責任組合契約に関する法律に基づく投資事業有限責任組合 
（４） 組 成 目 的 経営支援型の共同投資 
（５） 組 成 日 平成 23 年５月 
（６） 出 資 の 総 額 32.44 億円 

名 称 DRC ツー株式会社 
（７） 

業務執行組合員

の 概 要 代表者の役職・氏名 代表取締役 青松英男 

（８） 当社との関係等

上 場 会 社

（役員・役員関係

者・大株主を含む。）

と当該ファンドの

関 係

DRCKJ は、当社の株式１株を保有しております。 
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上 場 会 社 と

業 務 執 行

組 合 員 の 関 係

DRCKJ の無限責任組合員である DRC ツー株式会社（以

下「DRC ツー」といいます。）及びその完全親会社であ

る DRC キャピタル株式会社（以下「DRC キャピタル」

といいます。）の代表取締役である青松英男氏は、当社の

社外取締役であります。 
DRCKJ の無限責任組合員である DRC ツーの完全親会社

である DRC キャピタルのマネージング・ディレクターで

ある溝口直人氏は、当社の完全子会社である株式会社好

日山荘（以下「好日山荘」といいます。）の取締役であり

ます。 
（注）当社及び好日山荘における役職に関する記載を除き、本公開買付者らが平成 23 年７月 22 日に提出した公

開買付届出書（以下「本公開買付届出書」といいます。）に基づいて記載しております。なお、出資者・出資比

率・出資者の概要については、当社は現時点の状況を把握していないため記載しておりません。 
 
（２）DRCⅡ組合の概要 

 
（１） 名 称 投資事業有限責任組合 DRCⅡ 
（２） 所 在 地 東京都千代田区丸の内二丁目２番１号 

（３） 設 立 根 拠 等 投資事業有限責任組合契約に関する法律に基づく投資事業有限責任組合 

（４） 組 成 目 的 企業投資を行うための共同投資スキーム 
（５） 組 成 日 平成 21 年６月 
（６） 出 資 の 総 額 41.4 億円 

名 称 DRC ツー株式会社 
（７） 

業務執行組合員

の 概 要 代表者の役職・氏名 代表取締役 青松英男 

上 場 会 社

（役員・役員関係

者・大株主を含む。）

と当該ファンドの

関 係

DRCⅡ組合は、当社の株式 5,011,999 株を保有しておりま

す。 

（８） 当社との関係等

上 場 会 社 と

業 務 執 行

組 合 員 の 関 係

DRCⅡ組合の無限責任組合員である DRC ツー及びその

完全親会社である DRC キャピタルの代表取締役である

青松英男氏は、当社の社外取締役であります。 
DRCⅡ組合の無限責任組合員である DRC ツーの完全親

会社である DRC キャピタルのマネージング・ディレクタ

ーである溝口直人氏は、当社の完全子会社である好日山

荘の取締役であります。 
（注）当社及び好日山荘における役職に関する記載を除き、本公開買付届出書に基づいて記載しております。な

お、出資者・出資比率・出資者の概要については、当社は現時点の状況を把握していないため記載しておりませ

ん。 
 
２．当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由 
（１）意見の内容 

当社は、平成 23 年７月 26 日開催の取締役会において、出席取締役全員の一致により、現時点においては、

本公開買付けに対する意見の表明を留保することを決議いたしました。 
なお、上記取締役会においては、本公開買付者らの無限責任組合員である DRC ツー及びその完全親会社

である DRC キャピタルの代表取締役である青松英男氏は、本公開買付けについて当社との間で利益が相反

するものと認められることから、本公開買付けの公正性を担保するため審議及び決議に参加しておりません。 
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（２）意見の根拠及び理由 
当社は、以下のとおり、平成 23 年８月 13 日を目処に受領する予定の第三者委員会の答申を受け、本公開

買付けに対する最終的な意見の表明を行う予定です。そのため、平成 23 年７月 26 日開催の取締役会におい

て、出席取締役全員の一致により、現時点においては、本公開買付けに対する意見の表明を留保することと

いたしました。 
本公開買付者らのうち DRCⅡ組合は、平成 22 年７月 16 日付で当社が行った第三者割当増資を引受け、

本公開買付届出書によれば、平成 23 年７月 22 日現在では当社株式 5,011,999 株（当社が平成 23 年７月 15
日付で提出した第 50期第２四半期報告書に記載された平成 23年５月 31日現在の発行済株式総数 28,962,000
株から同日現在所有する自己株式 194,871 株を除いた 28,767,129 株に対する保有株数の割合（以下「保有割

合」といいます。）にして 17.42％（小数点以下第三位を四捨五入。以下、比率の計算において別段の定めが

ない限り、同様に計算しております。））を有する当社の第２位の株主であります。上記第三者割当増資後、

本公開買付者らの無限責任組合員である DRC ツーの完全親会社である DRC キャピタルのマネージング・

ディレクターである溝口直人氏は当社の完全子会社である好日山荘の取締役に就任し、また、本公開買付者

らの無限責任組合員である DRC ツー及びその完全親会社である DRC キャピタルの代表取締役である青松

英男氏は当社の社外取締役に就任しております。 
当社は、上記第三者割当増資後、本公開買付者らの関係者との間で、将来的な戦略的提携関係について協

議を行ってまいりました。そして、平成 23 年３月 30 日開催の当社取締役会において、本公開買付者らの関

係者から公開買付けを行う意向があるとの連絡を受けた旨の報告及びこれに賛同するか否かについて検討

し意見を表明する必要が生じうる旨の報告がなされ、当社の非公開化の手法を含む当社株券等に対する公開

買付けに係る諸条件について、本公開買付者らの関係者と協議を行ってまいりました。 
その結果、当社は、平成 23 年７月 19 日付申入書により、本公開買付者らに対し、下記(i)及び(ii)に掲げ

る事項を伝えるとともに、下記(iii)に掲げる事項の申入れを行いました。 
 
(i) 当社が、当社のリーガルアドバイザーである森・濱田松本法律事務所より、大要、下記①から⑤まで

に掲げる事情が存在し又は存在することが疑われるため、本公開買付けの当社における検討過程におい

て本公開買付者ら又はその関係者らの影響が十分に排除できておらず、公正性を担保するための措置及

び利益相反を回避するための措置がとられているとは言い難いとの指摘を受けた旨。 
①本公開買付者らの関係者が、平成 23 年７月 15 日に、当社の代表取締役に対して送信した電子メール

において、当社による意見表明の内容について、当社の意見表明は、全面的留保でなく、「TOB 賛成、

一方で価格は留保」と言えるはずであり、そのベースでのプレスを至急検討して欲しい旨を伝達して

いること。 
②本公開買付者らが本公開買付けの買付価格の算定の基礎とした事業計画は、本公開買付け検討期間中

に、本公開買付者らの関係者の発言を契機として作成されたものであること。 
③本公開買付者らの関係者の意向により、平成 23 年６月 14 日の当社役職員と当社の非公開化を伴う取

引について提案を行っていた別のプライベート・エクイティ・ファンド（以下「他の提案者」といい

ます。）及びそのアドバイザーとの面談が中止されたこと、当該本公開買付者らの関係者が他の提案

者に直接接触したこと、並びにこれらについて他の提案者のアドバイザーから指摘されていること。 
④本公開買付者らの関係者が、DRC キャピタルから本公開買付けを行う意向があるとの連絡を受けた

旨及びこれに賛同するか否かについて検討し表明する必要が生じうる旨の報告がなされた平成 23 年

３月開催の当社取締役会、当社が株式価値の算定を依頼した第三者算定機関から株式価値算定報告書

のドラフトを受領した旨の報告及び当該ドラフトの内容の説明がなされた平成 23 年５月開催の当社

取締役会、並びに、DRC キャピタルから本公開買付けに関するスケジュールについて連絡があった

旨の報告がなされた平成 23 年６月開催の当社取締役会に出席し、審議に参加していること。 
⑤本公開買付者らの関係者が、当社の取締役会のオブザーバーとして、本公開買付けに関する平成 23
年３月及び６月開催の当社取締役会に出席し、審議に参加していること。 

(ii) 他の提案者のアドバイザーから、本公開買付者らの関係者の意向により平成 23 年６月 14 日の当社代

表取締役と他の提案者及びそのアドバイザーとの面談が中止された事実の有無等について、当社に調
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査・検証を行う旨の申入れ（以下「他の提案者のアドバイザーからの申入れ」といいます。）を平成 23
年７月 14 日付の書面により受けたこと。 

 (iii) 以上の(i)及び(ii)を踏まえ、①当社において改めて審議を行った結果、少なくとも平成 23 年７月 18
日時点においては、当社において本公開買付者ら又はその関係者らの影響を受けない公正な形での本公

開買付けの検討が行われてきたとはいえないこと等から、利害関係人である青松英男氏以外の取締役全

員の一致により、同月 21 日公表及び同月 22 日開始予定の公開買付けが実施される場合には、反対の意

見表明をせざるを得ないとの結論に至ったこと、②当社は、本公開買付者らに対し、今後、改めて当社

における公開買付けの検討過程の公正性を担保するため、外部専門家により構成される第三者委員会を

設置し、他の提案者のアドバイザーからの申入れにおいて指摘されている事実についての調査・検証を

お願いするとともに、本公開買付けに関する本公開買付者らとの間の協議・交渉等を委嘱することを予

定しており、かかる調査・検証の結果その他の第三者委員会からの答申の結果を踏まえ、改めて本公開

買付けに関する当社取締役会としての意見を検討したいこと、③同月 21 日公表及び同月 22 日開始予定

の公開買付けの実施を延期し、当社がかかる第三者委員会による答申を取得し、本公開買付者ら又はそ

の関係者らの影響を受けない公正な手続のもとで本公開買付けに関する検討を行う時間を確保したい

こと。 
 
当社による上記(i)及び(ii)の伝達内容並びに(iii)の申入れに関し、本公開買付者らは、当社に対し、平成 23

年７月 20 日付書面において、上記(i)の①から⑤までに掲げる事情については、大要、以下のとおり、本公

開買付者らの関係者による不当な影響力の生じる余地が全くない事象であり、当社が懸念している公正性に

係る疑義はないと確信している旨、及び、本公開買付け実施の延期について応じることはできない旨の回答

をしております。 
 
(i) 本公開買付けは、終始、本公開買付者らと当社経営陣との協力関係に基づき準備を進めてきたもので

あり、本公開買付者らの関係者が意見を述べることはごく自然であること、また、実際に、当社の申入

書で指摘をした平成 23 年７月 15 日付の電子メールについても、当社の検討内容に対して何ら威圧的に

強要するものではなく、本公開買付けの公正性を脅かすような問題はないと判断されること。 
(ii) 平成 22 年 10 月 14 日に開催された好日山荘の取締役会において、今後３年間の中期経営計画の素案

が報告されたが、かかる素案の内容は、今後２年間で当時の当社の純資産額を上回る巨額の設備投資を

実施する内容であったことから、本公開買付者らの関係者である好日山荘の取締役が、短期間に巨額の

設備投資を行う場合の投資リスクが高いことからより慎重な計画への見直しも含めて継続審議すべき

ことを指摘した。その結果、平成 23 年３月 30 日の当社取締役会において、設備投資期間を３年間に延

長し、かつダウンサイドリスクを見ておくため、売上見通しをより堅い数字に改訂した中期経営計画の

改定案が報告された。なお、その後、平成 22 年 10 月 14 日に好日山荘の取締役会において報告された

中期経営計画の素案について審議等は行われておらず、本公開買付者らとしては、平成 23 年３月 30
日に当社取締役会に報告された中期経営計画が最終的に確定した中期経営計画であると認識している。

従って、本公開買付者らが、本公開買付けの買付価格の算定の基礎とした事業計画は、本公開買付者ら

の関係者が述べた発言を契機として変更されたものであったとしても、当該発言は本公開買付けの本格

的検討開始よりも前になされたものであること等から、本公開買付者らの関係者の影響によって公正性

に疑義が生じる要素は全く認められないこと。 
(iii) 当社の取締役と他の提案者との面談の中止については、当社代表取締役から当該面談の予定がある旨

の報告を受けた本公開買付者らの関係者が、他の提案者からの提案に対する対応方針について、当社の

取締役及び監査役の間で一切協議しないまま面談を実施することは不適切である旨を指摘し、一旦面談

が留保されたのは事実であるが、当該指摘を受けて、当社では、他の提案者からの提案につき全ての取

締役及び監査役に対して報告され、協議の結果、平成 23 年６月 27 日に、当社の取締役会（本公開買付

者らの関係者を除く）と他の提案者との面談が実施されている。なお、上記面談の翌々日である平成

23 年６月 29 日に、当社から本公開買付者らに対し、他の提案者が提案を撤回してきたとの報告が行わ

れた。他方、本公開買付者らの関係者であり当社の関係者である者が、他の提案者と直接接触したのは
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事実であるが、それは既に他の提案者が提案を撤回した後のことであり、本公開買付者らの関係者が他

の提案者に対して不当に圧力をかけて撤回を誘導したような事実は一切存在しないこと。 
(iv)及び(v) 平成 23 年７月 19 日付当社の本公開買付者らに対する上記申入書によって指摘された当社定

例取締役会では、本公開買付者らの関係者は、当社の社外取締役あるいはオブザーバーとして当社定例

取締役会に参加していたに過ぎず、加えて、当社代表取締役から本公開買付けに関連する事項が報告さ

れた際に、当社から特に退席の促し等がなかったことからその場に留まっていたに過ぎず、当社におけ

る審議の方向性を誘導するために同席したものではないこと。 
 
当社としては、本公開買付者らによる上記の回答がなされているものの、本公開買付けの検討過程の公正

性を担保するため、独立の第三者による本公開買付けに関する評価を得た上で当社取締役会としての意見を

表明しなければ、本公開買付けの応募の是非に関し、当社として株主の皆様に対し適切な情報提供をするこ

とはできないと考えております。そこで、当社は、平成 23 年７月 26 日開催の当社取締役会において、当社

における本公開買付けの検討過程の公正性を担保するため、当社から独立した外部の弁護士１名及び公認会

計士２名の合計３名により構成される第三者委員会の設置を決定し、下記のとおり、第三者委員会が設置さ

れました。 
今後、当社は、平成 23 年８月 13 日を目処に受領する予定の第三者委員会の答申を受け、本公開買付けに

対する最終的な意見の表明を行う予定です。そのため、当社は、平成 23 年７月 26 日開催の取締役会におい

て、出席取締役全員の一致により、現時点においては、本公開買付けに対する意見の表明を留保することと

いたしました。 
 

（第三者委員会の概要） 
委嘱事項：（1） 本公開買付けについて、当社取締役会が賛同するべきか否かを検討し、当社取締役会に勧

告を行うこと 
（2） 本公開買付けに関し、当社又は当社の株主のために、本公開買付者らとの間で協議・交渉

を行うこと 
委員（敬称略）：委員長 野間 自子（弁護士、三宅坂総合法律事務所パートナー） 

委員  中嶋 克久（公認会計士、株式会社プルータス・コンサルティング代表取締役） 
委員  郡司 昌恭（公認会計士、株式会社 MAAC パートナーズ代表取締役） 

 
（３）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置 

当社は、本公開買付けの検討に際して、意思決定過程における公正性・適正性を確保するため、平成 23
年６月 14 日に当社及び本公開買付者らから独立した第三者である森・濱田松本法律事務所に法的助言を依

頼し、同月 26 日に同事務所を当社独自のリーガルアドバイザーとして選任し、同事務所からの法的助言を

踏まえて、本公開買付けに関して慎重に検討しました。なお、当社は、平成 23 年４月７日に本公開買付者

らの関係者から三井法律事務所の紹介を受け、同事務所に対し法的助言を依頼しましたが、同年６月 22 日

以降は、同事務所からの法的助言を受けておりません。 
また、当社は、当社における本公開買付けの検討過程の公正性を担保するため、上記「（２）意見の根拠

及び理由」に記載のとおり、第三者委員会の設置を決定し、その後直ちに第三者委員会が設置されました。

今後当社は、第三者委員会の答申を受け、本公開買付けに対する最終的な意見の表明を行う予定です。 
 
（４）上場廃止となる見込み及びその事由 

当社株式は、本日現在、JASDAQ 市場に上場されておりますが、本公開買付者らは本公開買付けにおいて

買付予定数の上限を設定していないため、本公開買付けの結果次第では、当社株式は大阪証券取引所の定め

る上場廃止基準（以下「上場廃止基準」といいます。）に従い、所定の手続を経て上場廃止となる可能性が

あります。 
また、本公開買付者らによれば、本公開買付けの成立時点では上場廃止基準に該当しない場合でも、その

後、本公開買付者らは、適用法令及び下記「（５）いわゆる二段階買収に関する事項」に記載する手続に従
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って、当社の発行済株式の全て（但し、当社の保有する自己株式を除きます。）を取得することを予定して

いるとのことです。その場合には、当社株式は、上場廃止基準に従い、所定の手続を経て上場廃止となりま

す。なお、当社株式が上場廃止となった場合は、当社株式を JASDAQ 市場において取引することができな

くなります。 
当社は、上記「（１）意見の内容」に記載のとおり、本公開買付けに対する意見の表明を留保しておりま

す。当社株式が上場廃止基準に抵触するおそれが生じた場合の対応、及び、本公開買付者らが、下記「（５）

いわゆる二段階買収に関する事項」に記載する取引を行う場合の対応については、第三者委員会の答申を踏

まえて慎重に検討する予定であり、現時点では、これらの対応については決定しておりません。 
 

（５）いわゆる二段階買収に関する事項 
本公開買付者らによれば、本公開買付けにおいて本公開買付者らが当社株式の全てを取得できなかった場

合には、下記（二段階買収の概要）のとおり、本公開買付者らは、当社の株主を本公開買付者らのみとする

ことを目的とする一連の取引を実施することを予定しているとのことです。 
当社といたしましては、上記「（１）意見の内容」に記載のとおり、本公開買付けに対する意見の表明を

留保しているため、現時点では、本公開買付者らが当該取引を行う場合の対応については決定しておりませ

ん。今後当社は、第三者委員会の答申を受け、本公開買付けに対する最終的な意見の表明を行う予定です。 
   

（二段階買収の概要） 
本公開買付者らによれば、具体的には、本公開買付けが成立した後に、本公開買付者らは、①当社におい

て普通株式とは別の種類の株式を発行できる旨の定款変更を行うことにより、当社を会社法の規定する種類

株式発行会社とすること、②当社の発行する全ての普通株式に全部取得条項（会社法第 108 条第１項第７号

に規定する事項についての定めをいいます。以下同じ。）を付す旨の定款変更を行うこと、及び③当社の当

該全部取得条項が付された普通株式の全部の取得と引き換えに別個の種類の当社株式を交付すること、並び

に上記①乃至③を付議議案に含む臨時株主総会及び上記②の定款一部変更を付議議案に含む当社の普通株

主による種類株主総会を平成 23 年 10 月を目途として開催することを当社に要請する予定とのことです。な

お、本公開買付者らは、上記の臨時株主総会及び種類株主総会において上記各議案に賛成する予定とのこと

です。 
上記の各手続が実行された場合には、当社の発行する全ての普通株式は全部取得条項が付された上で、そ

の全て（当社の自己株式を除きます。）が当社に取得されることとなり、当社の株主（当社を除きます。）に

は当該取得の対価として当社の別個の種類株式が交付されることになりますが、交付されるべき当該当社の

別個の種類の株式の数が１株に満たない端数となる株主に対しては、会社法第 234 条その他の関係法令の定

める手続に従い、当該端数の合計数（合計した数に端数がある場合には、当該端数は切り捨てられます。）

に相当する当該当社の別個の種類の株式を売却すること等によって得られる金銭が交付されることになり

ます。なお、本公開買付者らによれば、当該端数の合計数に相当する当該当社の別個の種類の株式の売却の

結果、当該株主に交付される金銭の額については、本公開買付けにおける当社株式の買付価格（以下「本公

開買付価格」といいます。）に当該株主が所有していた当社の普通株式の数を乗じた価格と同一になるよう

算定した上で、裁判所に対して任意売却許可の申立てを行う予定とのことです。また、本公開買付者らによ

れば、本公開買付者らは、全部取得条項が付された普通株式の取得の対価として交付する当社株式の種類及

び数は、本公開買付届出書提出日現在未定でありますが、本公開買付者らが当社の発行済株式の全て（但し、

自己株式を除きます。）を所有することとなるよう、本公開買付者ら以外の当社の株主で本公開買付けに応

募しなかった者に対して交付する当社株式の数が１株に満たない端数となるよう決定することを当社に要

請する予定とのことです。 
上記手続に関連する少数株主の権利保護を目的としたと考えられる会社法上の規定として、(a)上記②の普

通株式に全部取得条項を付す旨の定款変更を行うに際しては、少数株主の権利保護を目的として会社法第

116 条及び第 117 条その他の関係法令の定めに従って、株主はその有する株式の買取請求を行うことができ

る旨が定められており、また、(b)上記③の全部取得条項が付された当社の普通株式の全部の取得が株主総

会において決議された場合には、会社法第 172 条その他の関係法令の定めに従って、株主は当該株式の取得



 7

の価格の決定の申立てを行うことができる旨が定められております。 
なお、本公開買付者らによれば、上記①乃至③の手続については、関係法令についての当局の解釈等の状

況、本公開買付け後の本公開買付者らの株券等所有割合又は本公開買付者ら以外の当社の株主の当社株式の

所有状況等によっては、それと同等の効果を有する他の方法を実施する可能性があるとのことです。但し、

その場合でも、本公開買付者ら以外の当社の株主に対しては、最終的に金銭を交付する方法により、本公開

買付者らが当社の発行済株式の全てを所有することとなることを予定しているとのことであり、この場合に

おいて本公開買付者ら以外の株主に交付される金銭の額については、本公開買付価格に当該株主が所有して

いた当社の普通株式の数を乗じた価格と同一になるよう算定する予定とのことです。 
 

３．本公開買付者らと当社の株主との間における公開買付けへの応募に係る重要な合意に関する事項 
 本公開買付者らによれば、DRCKJ は、平成 23 年７月 21 日に、当社の筆頭株主であるジャパンファイン

アーツ株式会社（以下「ジャパンファインアーツ」といいます。）（保有株式数 8,018,000 株、保有割合 27.87%）

との間で、同社が保有する当社株式の全てについて、本公開買付けに応募する旨の公開買付けに関する契約

書（以下「本応募契約」といいます。）を締結しているとのことです。本応募契約において、ジャパンファ

インアーツは、同契約書に基づき本公開買付けの開始日までに DRCKJ が履行又は遵守すべき義務（本公開

買付けを実施する義務、秘密保持義務、本応募契約上の地位・権利義務を第三者に譲渡等をしてはならない

義務）が全ての重要な点において履行又は遵守されていることをジャパンファインアーツが本公開買付けに

応募することの前提条件としているとのことです。但し、上記前提条件が充足されない場合においてもジャ

パンファインアーツが自らの判断にて応募することを妨げるものではないとのことです。 
 

４．本公開買付者ら又はその特別関係者による利益供与の内容 
該当事項はありません。 
 

５．会社の支配に関する基本方針に係る対応方針 
上記「２（１）意見の内容」に記載のとおり、当社は、現時点においては、本公開買付けに対する当社の

意見の表明を留保いたします。また、当社が本公開買付けに対して何らかの対応策を取るか否か等につきま

しても、現時点においては未定です。なお、もし仮に、当社が本公開買付けにおいて何らかの対応策を取る

場合には、法令及び証券取引所規則に従い、適時且つ適切に開示いたします。 
 

６．本公開買付者らに対する質問 
該当事項はありません。 
 

７．公開買付期間の延長請求 
該当事項はありません。 
 

８．今後の見通し 
当社は、平成 23 年８月 13 日を目処に受領する予定の第三者委員会の答申を受け、当社取締役会として本

公開買付けに対する最終的な意見の表明を行う予定です。 
したがいまして、株主の皆様におかれましては、当社から開示される情報にご留意いただき、慎重に行動

していただきますようお願い申し上げます。 

 
以 上 

 

（参考）買付け等の概要【別添】 
DRCKJ 及び DRCⅡ組合が平成 23 年７月 22 日に提出した添付資料（公開買付届出書）をご覧ください。 


































































